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たい。」という諮問を受けて、2009 年 11月 24日に法制審議会に民法 (債
権関係) 部会が設けられて作業を開始し、2013年 3月には、「中間試案」
が公表され、平成 27年 1月 26日からの 189回国会に民法改正案が提出さ
れるに至ったが、審議未了により継続審議となっている。
これによると、債権者取消の対象行為も、新 424 条の詐害行為と新 424
条の 3の偏頗行為とに分けられ、かつ、前者については責任財産保全制度
として構成される等、破産手続等における否認制度にかなり似通ったもの
となり、新 424 条の 2として相当の対価を得てした財産処分行為の特則や、










































( 1 ) ｢私的整理の研究 1」産大法学 48 巻 1、2 合併号 (渥美東洋先生追悼号)
259 頁以下
( 2 ) ｢私的整理における商取引債権の保護」今中先生傘寿記念論文集 (民事法
研究会 2015年) 690頁以下、「私的整理の研究 2」産大法学 49巻 1、2 合併
号 (藤岡一郎教授退職記念号) 128頁以下、「私的整理の研究 3」産大法学
49巻 3号 50頁以下








( 4 ) 民事再生法 127 条 1項、会社更生法 86 条 1項参照






























































































る (ただし、当該受益者が善意であった場合を除く) と定めている (否認





















































































































































































































161 条 1項 1 号の「破産債権者を害する処分」に該当しないと認めたもの
と解されるからである。
注




( 7 ) 四宮章夫「過去における債権者委員会の活動」最新事業再編の理論・実務
111(844)
と論点 349 頁所収の裁判例参照












(10) 東京地判 H10. 10. 29判タ 1005 号 72頁


















法 362 条 4項 1 号の取締役会決議が必要な場合もある。京都地判 H26. 12. 4







(18) 最判 H24. 10. 12 判タ 1388 号 109 頁、原審大阪高判 H21. 12. 22 金法 1916
号 108頁参照








古屋高判 H24. 2. 7 判タ 1369号 231頁、福岡地裁小倉支部判 H23. 12. 12訟務
月報 59巻 5号 1407頁参照。
(21) 会社法 828 条 1項 10 号、838 条
(22) 山本和彦外「倒産法概説 (第 2版補訂版)」(弘文堂 2015年) 283頁
(23) 福岡地判 H22. 9. 30 判タ 1341 号 200頁
(24) 東京高判 H23. 3. 2ウエストロージャパン
(25) 最判 S48. 11. 30 判タ 303 号 143頁、最判 S39. 11. 17 判タ 173 号 129 頁
(26) 他に、福岡地判 H21. 11. 27金法 1911 号 84頁参照
(27) 東京地判 H18. 3. 24 判時 1940 号 158頁





(29) 東京高判 H25. 12. 5 金商 1433 号 16 頁、なお、原審の東京地判 H25. 5. 31





















































































































































て弁済すること」を、破産手続を除いて認めている (民再 85 条 2項、会















(30) 前掲・山本和彦外「倒産法概説 (第 2版補訂版)」295頁、357頁
(31) それが再建を目的とする長期の継続を目指す場合と、清算を開始するまで
の短期の継続にとどまる場合の両方があり得よう。





























(39) 注 29に引用した東京髙判 H25. 12. 5 も、商取引債権の弁済を適法とした
にとどまり、弁済否認の成否につき明確な判断を示したものではない。





















































































































(46) 函館地判 H27. 3. 20ウエストロージャパンは、廉価売買を認めたが、被告
には悪意がなかったとして、否認権の行使を認めなかった。
(47) 最判 S46. 6. 18金法 620 号 55頁
(48) 大判 S8. 4. 15 大民集 12 巻 637頁
(49) 現に、動産については、大判 S7. 12. 23 裁判集民事 6 巻 3頁も、代価が不
当に低廉で、債務者の資産を減少させるものでないかぎり、否認権は成立し
ないしている。
(50) 東京高判 H5. 5. 27 判時 1476 号 121頁は、抵当権が設定された債務者所有
の土地の債務超過段階における適正価格による売買につき、「その代金の大
部分が被担保債務の弁済に充てられた場合には詐害性を有しない」と判示し
ている。また、最判 S46. 7. 16 判タ 266 号 170頁は、不動産の買受人が未登
122 (833)






(51) 最判 S40. 7. 8金法 421 号 6頁

















































(53) 古くは、名古屋地判 S58. 7. 25金商 689号 27頁は、債権者集会において私
的整理への同意書を提出した債権者と倒産会社との間で「不起訴」の合意が




(54) 広島高判 H23. 10. 26金商 1382 号 20頁
(55) 岐阜地裁大垣支部判 S57. 10. 13 判時 1065 号 185頁
124 (831)
Ⅵ 結 語
以上検討してきたところを纏めると、先ず、私的整理の準備行為として
行われる債務者資産の信託的譲渡や、配当原資の弁護士への寄託について
は、それらが債権者一般の利益のために行われる場合には、それらの行為
に対する詐害行為取消リスクや否認リスクを否定する裁判例が存在する。
また、私的整理に先立ち、あるいはその過程で行われる会社分割や事業
譲渡についても、旧会社に残された債権者のための引当財産を実質的に減
少させたことにはならない限り、そうしたリスクは回避できると、私は考
えている。
さらに、私的整理の遂行中に行われる商取引債権者の私的整理開始前の
債権の弁済や、私的整理中に発生した債権の法的倒産手続移行前の弁済に
ついても、そうしたリスクは小さいと考えるべきである。
また、法的倒産手続移行後に少額債権等として弁済対象となるようなも
のについての弁済もそれらのリスクは回避できると、私は考える。
私的整理中の換価回収行為についても、相当な対価を得てした財産の処
分に該当する換価や、それに準ずる回収である場合には、それらのリスク
を否定することができる。
そして、私的整理により現金化された金銭を債権者に配当する行為も、
それが衡平に行われたものである限り、それらのリスクも否定することが
できる。
したがって、詐害行為取消リスクや否認権リスクは、慎重に私的整理を
遂行することで、十分に回避することが可能であるというべきである。
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